
  

１．平成23年３月期第１四半期の連結業績（平成22年４月１日～平成22年６月30日） 

  

  

(2)連結財政状態 

  

２．配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無：無 

  

３．平成23年３月期の連結業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

（注）当四半期における業績予想の修正有無：無 
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  （百万円未満切捨て）

(1)連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年３月期第１四半期  1,035  △8.0  12  －  14  －  12  －

22年３月期第１四半期  1,125  △39.6  △32  －  △32  －  △34  －

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

23年３月期第１四半期  1  81        －

22年３月期第１四半期  △4  88        －

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年３月期第１四半期  2,130  895  41.9  126  54

22年３月期  2,043  889  43.3  125  47

（参考）自己資本 23年３月期第１四半期 892百万円 22年３月期 884百万円

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

22年３月期       － 0 00      － 0 00  0  00

23年３月期       －

23年３月期（予想） 0 00      － 0 00  0  00

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  2,047 △5.6  5  －  4  －  0  －  0  00

通期  4,284 △0.5  37  －  35  －  23  －  3  39



４．その他（詳細は、［添付資料］Ｐ．４「その他」をご覧ください。） 

    新規  ― 社 （社名            ）、除外 ― 社  （社名            ） 

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

  

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作

成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

  
  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開

示時点において、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続を実施中であります。 

 ※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想

の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決算短信(添付資料)３ページ

「１.当四半期の連結業績等に関する定性的情報 (3) 連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

  

(1) 当四半期中における重要な子会社の異動 ： 有 ・ 無

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ： 有 ・ 無 

① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 有 ・ 無 

② ①以外の変更        ： 有 ・ 無

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年３月期１Ｑ 7,055,000株 22年３月期 7,055,000株

②  期末自己株式数 23年３月期１Ｑ 3,200株 22年３月期 2,950株

③  期中平均株式数（四半期累計） 23年３月期１Ｑ 7,051,860株 22年３月期１Ｑ 7,052,050株
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(1) 連結経営成績に関する定性的情報  

当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）におけるわが国経済は、一部に回復の

動きが見られるものの、依然として雇用不安や個人消費の低迷などの厳しい環境が続いております。 

当社グループを取り巻く食品業界におきましても、消費者の節約志向や買い控えなどの動きは一層高まっておりま

す。 

このような経営環境のもと、当社グループは中期３カ年計画『創健社「選択と集中」』（平成20年４月１日から平

成23年３月31日まで）の最終年度に当たり、「全社改革により黒字体質への転換の年」と位置付け、前連結会計年度

並みの売上高確保のための各種の施策の展開と業務改善継続による経費の削減維持を行いました。 

当第１四半期連結会計期間における当社グループの商品品目別売上高につきましては、「油脂・乳製品」が前年同

四半期比で１１．７％増の１億５７百万円となり、単品ではべに花油・えごま油・オリーブ油の売上が増加しまし

た。しかしながら他の品目につきましては、前年同四半期比で軒並み減少しましたが、大幅な減少には至りませんで

した。 

この結果、全体の売上高は、１０億３５百万円（前年同四半期比８．０％減）となりました。また、業務改善継続

による経費の削減維持を行い、販売費及び一般管理費は７６百万円（前年同四半期比２２．２％減）削減したことに

より、営業利益につきましては、１２百万円（前年同四半期は営業損失３２百万円）となりました。経常利益につき

ましては、営業外収益の増加により１４百万円（前年同四半期は経常損失３２百万円）となり、四半期純利益につき

ましては、１２百万円（前年同四半期は四半期純損失３４百万円）となりました。 

  

［品目別主要商品の状況］ 

 当社グループの事業は単一グループであり、当連結会計年度の販売及び仕入実績をセグメントごと及び事業部門ご

とに示すことができないため、品目別に示すと、次のとおりであります。 

  

品目別主要商品売上構成 

  

品目別主要商品仕入構成 

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報

品目別 売上高(千円) 構成比(％) 前年同期比 主要商品 

油脂・乳製品 157,369 15.2 11.7％増 
マーガリン・べに花油・えごま油・オリー

ブ油 

調味料 339,036 32.8 10.7％減 
醤油・味噌・砂糖・塩・酢・カレー・シチ

ュー・マヨネーズ・ドレッシング 

嗜好品・飲料 171,524 16.6 11.3％減 
菓子・野菜果汁飲料・お茶・ドライフルー

ツ 

乾物・雑穀 92,468 8.9 12.3％減 小麦粉・パン粉・米・雑穀・鰹節・昆布 

副食品 170,260 16.4 11.6％減 
ジャム・スープ・レトルト食品・麺類・缶

詰 

栄養補助食品 66,010 6.4 5.7％減 青汁・キダチアロエ・梅エキス 

その他 38,432 3.7 11.5％減 トイレタリー・機械器具・化粧品 

合 計 1,035,102 100.0 8.0％減 － 

品目別 仕入高(千円) 前年同期比 

油脂・乳製品 112,550 4.7％増 

調味料 248,931 11.9％減 

嗜好品・飲料 126,766 8.1％減 

乾物・雑穀 73,428 7.0％減 

副食品 105,778 13.4％減 

栄養補助食品 41,971 0.8％増 

その他 30,454 23.2％減 

合 計 739,880 8.7％減 



(2) 連結財政状態に関する定性的情報 

  

① 資産、負債及び純資産の状況  

（資産）  

 流動資産は、前連結会計年度末に比べて９４百万円の増加となりました。この主な要因は、受取手形及び売掛金

が７０百万円、現金及び預金が４７百万円増加したことなどによるものであります。  

 固定資産は、前連結会計年度末に比べて７百万円の減少となりました。この主な要因は、投資その他の資産の投

資有価証券が７百万円減少したことなどによるものであります。 

 この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて８７百万円増加し、２１億３０百万円となりました。  

  

（負債）  

 流動負債は、前連結会計年度末に比べて１億９百万円の増加となりました。この主な要因は、短期借入金７６百

万円、支払手形及び買掛金が５８百万円増加したことなどによるものであります。固定負債は、前連結会計年度末

に比べて２８百万円の減少となりました。この主な要因は、長期借入金が１３百万円、固定負債のその他（長期預

り保証金）が５百万円減少したことなどによるものであります。  

この結果、負債合計は、前連結会計年度に比べて８０百万円増加し、１２億３４百万円となりました。  

  

（純資産）  

 純資産は、前連結会計年度末に比べて６百万円の増加となりました。この主な要因は、四半期純利益１２百万円

などによるものであります。  

   

② キャッシュ・フローの状況  

 当第１四半期連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、営業活動の

結果１２百万円及び投資活動の結果１百万円を使用し、財務活動の結果６１百万円を得て、前連結会計年度末に比

べて４７百万円増加し、当第１四半期連結会計期間末には５億８９百万円(前年同期比１億４０百万円減)となりま

した。  

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 営業活動に係るキャッシュ・フローとして税金等調整前四半期純利益１４百万円及び仕入債務の増加５８百万円

等により一部相殺されたものの、売上債権の増加７０百万円及び法人税等を１０百万円支払ったことにより、営業

活動の結果使用した資金は１２百万円(前年同期比１億３７百万円減)となりました。  

   

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 投資活動に係るキャッシュ・フローとして有形固定資産の売却による収入１百万円等により一部相殺されたもの

の、有形固定資産の取得による支出３百万円により、投資活動で使用した資金は１百万円(前年同期比３１百万円

減)となりました。  

   

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 財務活動に係るキャッシュ・フローとして長期借入金３７百万円の返済したことにより一部相殺されたものの、

短期借入金の純増１億円により、財務活動の結果得られた資金は６１百万円(前年同期比５３百万円増)となりまし

た。  

  

  

(3) 連結業績予想に関する定性的情報 

当第１四半期連結会計期間における業績は、概ね平成22年５月18日に公表いたしました業績予想の範囲内で推移

しており、現時点において、業績予想の変更は行っておりません。  



(1) 重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。 

  

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

（簡便な会計処理） 

固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算出する方

法によっております。 

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理） 

該当事項はありません。 

  

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

（会計処理の原則・手続） 

  

① 「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年３月10日公表

分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年３月10日）

を適用しております。これによる損益に与える影響はありません。 

  

 ② 資産除去債務に関する会計基準の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を

適用しております。これによる損益に与える影響はありません。 

  

（表示方法の変更）  

四半期連結損益計算書 

  

① 前第１四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「仕入割引」は

重要性が増加したため、当第１四半期連結会計期間より区分掲記することとしました。なお、前第１四半期連

結会計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「仕入割引」は４５２千円であります。 

  

② 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づき「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適

用により、当第１四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しておりま

す。  

  

（連結の範囲に関する事項の変更）  

前連結会計年度において連結の範囲に含めておりました株式会社創健エス・シー・エスは、平成22年６月22日

付で清算結了したため、清算結了時までの四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いてのみ連結の範囲に含めております。  

  

(4) 継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

当社グループは、当第１四半期連結会計期間において１２,３３１千円の営業利益、１２,７７１千円の四半期

純利益を計上しました。しかしながら、営業損失及び四半期(当期)純損失は、前連結会計年度まで長期間継続して

おります。当該状況から、当社グループには継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており

ます。 

当社グループは、このような経営成績を踏まえて、中期３カ年計画『創健社「選択と集中」』に基づき、黒字

体質の形成を目指して活動を継続しております。 

初年度でありました前々連結会計年度は、業務改善と物流拠点の見直しを行いました。 

二年目となります前連結会計年度は、業務改善の継続と不採算部門の閉鎖により人員のスリム化が可能になり

ました。 

最終年度となります当連結会計年度は、全社改革により黒字体質への転換の年と位置付け、売上高確保のため

の下記の施策の展開と業務改善継続による経費の削減維持を行います。 

   

２．その他の情報



① 重点プライベートブランド商品群の販売強化 

プライベートブランド商品は、ナショナルブランド商品との差別化による付加価値がつけられ、商品により

直接当社グループを消費者にアピールすることができます。当連結会計年度におきましては、プライベートブ

ランド商品のうち重点商品群を選択し、その選択した商品群に集中して売上高の確保を図ります。 

  

② プライベートブランド商品のリニューアルの強化 

プライベートブランド商品は、ナショナルブランド商品を取り扱うのに比べ、商品の企画開発コストが掛か

るデメリットがあります。そこで、当連結会計年度におきましては、新商品の開発よりもリニューアルを積極

的に行い、従来商品の活性化とともに売上高への寄与に繋げてまいります。 

  

③ 主要ナショナルブランドメーカー商品の販売強化 

得意先の品揃えのためには、プライベートブランド商品だけでは足りず、ナショナルブランド商品を取り扱

うのは必要不可欠なものとなっております。当連結会計年度におきましては、主要ナショナルブランドメーカ

ーを選択し、その選択したメーカーの商品に集中して売上高の確保を図ります。 

  

④ 直販事業の再構築（通信販売の強化） 

平成22年３月期に５店舗あった直営店を４店舗閉鎖したため、現在１店舗しかありません。 

そこで、当連結会計年度におきましては、直販事業の再構築のため、子会社「株式会社おいしい」において

通販チャネルの売上の拡大を図ります。 

  

⑤ 業務改善継続による経費の削減維持 

平成22年３月期において業務改善継続により人員のスリム化が可能となりました。そこで、当連結会計年度

におきましては、更なる業務改善を継続して、少ない人員での運営、経費の削減の維持を図ります。 

  



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 577,304 529,395

受取手形及び売掛金 627,228 556,823

有価証券 12,253 12,250

商品及び製品 132,868 144,134

仕掛品 265 288

原材料及び貯蔵品 20,778 19,464

その他 38,114 51,739

貸倒引当金 △2,896 △2,635

流動資産合計 1,405,916 1,311,460

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 302,709 301,653

減価償却累計額 △224,312 △222,380

建物及び構築物（純額） 78,396 79,273

土地 81,085 81,085

その他 212,321 213,090

減価償却累計額 △185,210 △185,194

その他（純額） 27,111 27,896

有形固定資産合計 186,594 188,254

無形固定資産 22,523 20,873

投資その他の資産   

投資有価証券 190,184 197,553

保険積立金 59,084 58,722

長期預金 232,181 232,181

その他 83,082 82,456

貸倒引当金 △49,096 △48,478

投資その他の資産合計 515,435 522,435

固定資産合計 724,552 731,562

資産合計 2,130,469 2,043,023



（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 507,376 448,869

短期借入金 339,620 263,200

賞与引当金 9,050 19,684

未払法人税等 2,806 13,909

その他 87,304 91,296

流動負債合計 946,157 836,959

固定負債   

長期借入金 29,200 42,700

退職給付引当金 157,450 160,580

役員退職慰労引当金 61,000 63,900

繰延税金負債 11,760 15,238

負ののれん 748 997

その他 28,344 33,352

固定負債合計 288,503 316,769

負債合計 1,234,660 1,153,729

純資産の部   

株主資本   

資本金 920,465 920,465

資本剰余金 411,979 411,979

利益剰余金 △456,655 △469,426

自己株式 △786 △763

株主資本合計 875,002 862,254

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 17,326 22,591

評価・換算差額等合計 17,326 22,591

少数株主持分 3,478 4,448

純資産合計 895,808 889,294

負債純資産合計 2,130,469 2,043,023



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 1,125,649 1,035,102

売上原価 813,199 754,109

売上総利益 312,449 280,992

販売費及び一般管理費 345,438 268,660

営業利益又は営業損失（△） △32,989 12,331

営業外収益   

受取利息 600 540

受取配当金 653 714

仕入割引 － 564

破損商品賠償金 511 438

負ののれん償却額 249 249

持分法による投資利益 407 744

その他 1,030 1,393

営業外収益合計 3,453 4,646

営業外費用   

支払利息 2,368 1,360

為替差損 191 803

その他 7 55

営業外費用合計 2,567 2,219

経常利益又は経常損失（△） △32,103 14,758

特別利益   

貸倒引当金戻入額 953 －

特別利益合計 953 －

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△31,149 14,758

法人税、住民税及び事業税 2,735 1,696

法人税等合計 2,735 1,696

少数株主損益調整前四半期純利益 － 13,062

少数株主利益 591 291

四半期純利益又は四半期純損失（△） △34,476 12,771



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△31,149 14,758

減価償却費 7,338 6,494

たな卸資産の増減額（△は増加） △826 9,974

負ののれん償却額 △249 △249

貸倒引当金の増減額（△は減少） △953 879

賞与引当金の増減額（△は減少） △7,700 △10,634

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2,158 △3,130

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △30,300 △2,900

受取利息及び受取配当金 △1,254 △1,255

仕入割引 △452 △564

支払利息 2,368 1,360

為替差損益（△は益） 197 429

売上債権の増減額（△は増加） 20,456 △70,830

仕入債務の増減額（△は減少） △87,631 58,453

未払消費税等の増減額（△は減少） 4,621 5,803

持分法による投資損益（△は益） △407 △744

その他 △19,004 △10,822

小計 △147,104 △2,975

利息及び配当金の受取額 1,046 812

利息の支払額 △2,274 △1,276

法人税等の支払額 △4,862 △10,665

未収還付消費税等の受取額 3,053 1,870

営業活動によるキャッシュ・フロー △150,141 △12,235

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △59 △60

有形固定資産の取得による支出 △24,754 △3,025

有形固定資産の売却による収入 － 1,425

貸付金の回収による収入 476 334

保険積立金の積立による支出 △986 △362

その他 △6,994 628

投資活動によるキャッシュ・フロー △32,319 △1,059

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 50,000 100,000

長期借入金の返済による支出 △41,397 △37,080

自己株式の取得による支出 － △23

少数株主への払戻による支出 － △1,260

財務活動によるキャッシュ・フロー 8,603 61,636

現金及び現金同等物に係る換算差額 △197 △429

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △174,055 47,911

現金及び現金同等物の期首残高 904,476 541,645

現金及び現金同等物の四半期末残高 730,421 589,557



当社グループは、当第１四半期連結会計期間において１２,３３１千円の営業利益、１２,７７１千円の四半期純

利益を計上しました。しかしながら、営業損失及び四半期(当期)純損失は、前連結会計年度まで長期間継続しており

ます。当該状況から、当社グループには継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

当社グループは、このような経営成績を踏まえて、中期３カ年計画『創健社「選択と集中」』に基づき、黒字体

質の形成を目指して活動を継続しております。 

初年度でありました前々連結会計年度は、業務改善と物流拠点の見直しを行いました。 

二年目となります前連結会計年度は、業務改善の継続と不採算部門の閉鎖により人員のスリム化が可能になりま

した。 

最終年度となります当連結会計年度は、全社改革により黒字体質への転換の年と位置付け、売上高確保のための

下記の施策の展開と業務改善継続による経費の削減維持を行います。  

  

① 重点プライベートブランド商品群の販売強化 

プライベートブランド商品は、ナショナルブランド商品との差別化による付加価値がつけられ、商品により直接

当社グループを消費者にアピールすることができます。当連結会計年度におきましては、プライベートブランド商

品のうち重点商品群を選択し、その選択した商品群に集中して売上高の確保を図ります。 

  

② プライベートブランド商品のリニューアルの強化 

プライベートブランド商品は、ナショナルブランド商品を取り扱うのに比べ、商品の企画開発コストが掛かるデ

メリットがあります。そこで、当連結会計年度におきましては、新商品の開発よりもリニューアルを積極的に行

い、従来商品の活性化とともに売上高への寄与に繋げてまいります。 

  

③ 主要ナショナルブランドメーカー商品の販売強化 

得意先の品揃えのためには、プライベートブランド商品だけでは足りず、ナショナルブランド商品を取り扱うの

は必要不可欠なものとなっております。当連結会計年度におきましては、主要ナショナルブランドメーカーを選択

し、その選択したメーカーの商品に集中して売上高の確保を図ります。 

  

④ 直販事業の再構築（通信販売の強化） 

平成22年３月期に５店舗あった直営店を４店舗閉鎖したため、現在１店舗しかありません。 

そこで、当連結会計年度におきましては、直販事業の再構築のため、子会社「株式会社おいしい」において通販

チャネルの売上の拡大を図ります。 

  

⑤ 業務改善継続による経費の削減維持 

平成22年３月期において業務改善継続により人員のスリム化が可能となりました。そこで、当連結会計年度にお

きましては、更なる業務改善を継続して、少ない人員での運営、経費の削減の維持を図ります。 

  

しかしながら、これらの施策の展開は実施途上であるため、現時点においては継続企業の前提に関する重要な不

確実性が存在するものと認識しております。 

なお、四半期連結財務諸表は、継続企業を前提として作成しており、このような重要な不確実性の影響を四半期

連結財務諸表に反映しておりません。 

(4) 継続企業の前提に関する注記



【事業の種類別セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

 当連結グループは、健康自然食品の卸売業として、同一セグメントに属する商品の企画、仕入、販売を行っ

ており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】  

前第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

 海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

【セグメント情報】 

当第１四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成21年６月30日) 

 当連結グループは、健康自然食品の卸売業として単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

（追加情報） 

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成

20年３月21日）を適用しております。  

  

該当事項はありません。  

(5) セグメント情報等

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記



  

平成23年３月期第１四半期の個別業績（平成22年４月１日～平成22年６月30日）   

  

  

(2) 個別財政状態 

   

(3) 平成23年３月期の個別業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

   

４．（参考）個別業績の概要

(1) 個別経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年３月期第１四半期  970  △9.3  8  －  10  －  8  －

22年３月期第１四半期  1,071  △39.3  △36  －  △36  －  △38  －

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

23年３月期第１四半期  1  26  －  －

22年３月期第１四半期  △5  41  －  －

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年３月期第１四半期  2,027  834  41.2  118  36

22年３月期  1,953  831  42.5  117  84

（参考）自己資本 23年３月期第１四半期 834百万円 22年３月期 831百万円

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  2,013 △2.9  4  －  4  －  0  －  0  00

通期  4,169 1.0  30  －  30  －  19  －  2  74
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